
 

東京電力の対応に問題のある事例① 

１ 事案の概要 

  本件事故当時、自主的避難等対象区域であるいわき市に居住していた申立人らが、23 年３

月に水戸市に避難し、同年４月に避難を終了したことに伴い、避難費用、生活費増加費用、精

神的損害等の損害賠償を求めた事例。 

 

２ 審理経過の特徴 

 ・放射線量情報が乏しかった 23 年３月又は４月に自主的避難等対象区域から避難を開始した

場合には、避難を開始する特段の合理性を確認するまでもなく、原則として、避難の開始に合

理性を認めるのが、当センターにおける確立した和解先例である。 

 ・東京電力が、上記の確立した和解先例を無視した主張をすることにより、和解成立が遅延し

た。 

 

３ 審理の経過 

 24.3.2  申立ての受付 

 24.4.4  被申立人の答弁書提出 

 24.5.9 第１回口頭審理期日。期日終了後調査官より口頭で和解案提案（回答期限 5.22） 

         23 年３月から４月にかけて、いわき市から水戸市に避難したことに伴う避難費用

（交通費、宿泊費）、生活費増加費用及び精神的損害の合計 610,051 円 

24.5.22     申立人意見書 

（別紙１：申立人が「水道・ガスが使えないから避難した」旨説明しているというのは

事実無根） 

 24.5.23 調査官から被申立人代理人に和解案維持と、新回答期限 24.6.4 を伝える。 

 24.6.4 被申立人意見書（別紙２：「申立人側において、被申立人に対して、避難の必要性

をご主張されるのであれば、さらに本件原発事故により避難を余儀なくされた旨

の具体的なご説明及びそのご説明に関する資料等のご提出をお願いする次第で

あります。」） 

 24.6.5 調査官から被申立人代理人に、和解案維持と、新回答期限 24.6.14 を伝える。 

         当センターのホームページに掲載されている 24.2.17 付け和解案提示理由書に

「いわき市からの 23 年３月の避難開始には合理性がある」旨の記載があることを

示す。 

 24.6.14 被申立人上申書（別紙３：本件原発事故に伴って避難を余儀なくされたとの事情

について、「十分ご説明をいただいていない状況下においては、申立人らの避難

の必要性及び本件事故との因果関係の存否を明らかにすることなく仲介委員か

らの仲介の申出案に具体的に回答することができません。」） 

 24.6.15 調査官から、被申立人代理人に、回答期限を 6.21 に再設定し、受諾回答がなけ

れば打ち切る旨告知 

 24.6.21 受諾回答(当初の回答期限よりも１か月遅れ) 

 24.7.9 調査官から被申立人代理人に、被申立人が記名押印した和解契約書を送付する

よう指示。現在も、記名押印済みの和解契約書が送付されていない。 
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東京電力の対応に問題のある事例② 

 

１ 事案の概要 

  本件事故当時、自主的避難等対象区域であるいわき市に居住していた申立人らが、23 年

３月に茨城県を経由して京都市に避難し、同年４月に避難を終了したことに伴い、避難費用、

生活費増加費用、精神的損害等の損害賠償を求めた事例。 

 

２ 審理経過の特徴 

 ・放射線量情報が乏しかった 23 年３月又は４月に自主的避難等対象区域から避難を開始し

た場合には、避難を開始する特段の合理性を確認するまでもなく、原則として、避難の開始

に合理性を認めるのが、当センターにおける確立した和解先例である。 

 ・東京電力が、上記の確立した和解先例を無視した主張をすることにより、和解成立が遅延

した。 

 

３ 審理の経過 

 24.3.29 申立ての受付 

 24.4.25 被申立人の答弁書提出 

 24.5.23 書面審理により、仲介委員の和解案を提示（回答期限 6.7） 

         23 年３月から４月にかけて、いわき市から茨城県を経由して京都市に避難した

ことに伴う避難費用（交通費、宿泊費）、生活費増加費用及び精神的損害の合

計 620,260 円 

24.5.25 被申立人上申書 

（「書面ないしは口頭審理期日を開催する等の方法により、被申立人に対しご説

明いただきたく」） 

24.6.13 被申立人意見書 

（別紙：「福島県は、本件事故直後の少なくとも平成２３年３月１５日以降、県内の

いわき市を含む複数の拠点で放射線量の測定を行い、随時、県をはじめマスメ

ディアを通じてその結果を公表してきており、平成２３年３月１５日から同年４月

２３日までの間、申立人様らにおいて、放射線量の情報不足があったとのご指

摘を到底受け入れることはできません。」） 

 24.6.18 回答期限を 6.22 に再設定し、受諾回答がなければ打ち切る旨被申立人に告知 

 24.6.20 受諾回答(当初の回答期限よりも２週間遅れ) 

 24.7.1 和解契約成立 
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東京電力の対応に問題のある事例③ 

 

１ 事案の概要 

本件事故当時、釣具・釣舟業を営む有限会社に雇用される歩合制の釣船船長をしていた

申立人が、本件事故により、釣舟屋について漁協が船出を禁止し、収入がなくなったとして

損害賠償を求めた事例。 

 

２ 審理経過の特徴 

 ・和解案提案後に、被申立人がそれまで主張のない新たな事項を主張して和解案の再考を

求めたため、和解成立が遅延した。 

 ・被申立人による新たな事項の主張は、和解案を再考するに値しないものにすぎず（証拠とし

て提出された随意契約理由書は、その記載（港が地震・津波により復旧・応急工事を行う必

要がある）から港の状況全体が推測できるものではなく証拠価値はゼロ。）、この主張をす

ること自体が手続の遅延を意図したものと言わざるを得ない。 

 

３ 審理の経過 

 24.2.1 申立ての受付（総額２４０万円の就労不能損害を請求。月額２０万円の計算） 

 24.3.2 被申立人の答弁書提出 

 24.4.12 第１回口頭審理期日 

 24.5.10 和解案提案（２３年５月までは地震・津波の影響による操業不能と認定し、２３年

６月から２４年１月までの８か月間につき月額２０万円、合計１６０万円の支払を

提案。回答期限 24.5.23）。申立人は、5.23 までに受諾。 

 24.5.16 被申立人意見書及び乙３号証提出（別紙１） 

 24.6.1 被申立人意見書及び乙４号証提出（別紙２） 

 24.6.7 調査官から被申立人代理人に和解案維持と早急な回答を指示（別紙３） 

 24.6.20 調査官から被申立人代理人に和解案に対する早急な回答を指示（別紙４） 

 24.6.20 被申立人意見書提出（別紙５） 

 24.7.3 調査官から被申立人代理人に、電話で、受諾しなければ打ち切る旨通告 

 24.7.4 被申立人が和解案受諾 
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東京電力の対応に問題のある事例④ 

１ 事案の概要 

   本件事故当時、自主的避難等対象区域に居住していた申立人ら（両親及びその子）が、子の

通学していた専修学校が警戒区域（双葉町）にあり、本件事故後閉鎖されたため、学業を継続す

るために転校することを余儀なくされたことから、転校に伴う実費等の賠償を求めた事例。 

 

２ 審理経過の特徴 

・ 仲介委員が、被申立人に対し、転校に伴う実費等を中間指針第３－８（「政府による避難等の

指示等に係る損害について」「就労不能等に伴う損害」）に基づいて検討するよう指示したとこ

ろ、被申立人が「通学していた学校が警戒区域内にあったため、本件事故により転校を余儀

なくされた場合について、中間指針や追補等に何ら定めはありません。」として、仲介委員の

指示を拒否（自主的避難の８万のみ賠償と主張）。 

・ 被申立人が、不当に認否を１か月遅延させた。 

 

３ 審理の経過 

 24.2.22 申立ての受付 

 24.3.22 被申立人の答弁書提出（別紙１ 全損害項目について認否留保しつつ、自主的避難

の８万のみ賠償と主張） 

 24.4.6 仲介委員による合議（パネル協議期日） 

 24.5.28 調査官から被申立人代理人に対し、書類を送付（別紙２）。 

 通学先が警戒区域内にあったために転校を余儀なくされたので、転校に伴う実費等

は原則として賠償されると解する余地があるとの仲介委員の心証を書面で開示。 

 また、これらの資料が揃えば損害項目の大半について認否することは十分可能であ

るため、留保している認否を明らかにするよう指示。回答期限６月１５日。 

 24.6.18 被申立人意見書（別紙３ 「通学していた学校が警戒区域内にあったため、本件事故

により転校を余儀なくされた場合について、中間指針や追補等には何ら定めはあり

ません。」、「本件事故により生活の糧となる収入が減少、あるいは完全に断たれた

という関係にはありません。したがって、上記中間指針を本件において類推適用す

ることも理論的に困難だと考えます。」） 

 また、留保していた認否が明らかにされることもなかった。 

24.6.19 第１回口頭審理期日 

仲介委員から被申立人に対し、上記被申立人意見書の考え方は誤っていることを伝

えるとともに、再度、認否を明らかにするよう指示。回答期限７月１３日。 

 24.7.6  センターが「東京電力株式会社の対応に問題のある事例」を、総括委員会所見とと

もに公表。 

24.7.13 被申立人主張書面（１）（被申立人が認否。転校に伴う実費等を認める。） 

 

（現在進行中） 
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